
新潟市の公共施設および圏域の現状について

新潟市財産経営推進に関する有識者会議
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市有の建物（行政財産）の内訳

• 施設数:1,824施設
• 延床面積:約270万㎡

「財産白書（H31.3改定版）」15ページ「図3-7 行政財産建物の用途別保有状況」より作成

• 学校は、約43%を占める

• 地域に身近で誰でも使える施設
（コミセン、図書館、体育館など）は、
約10%

• 地域に身近で利用者が特定の施
（保育園、老人憩の家など）は、
約5%

学校教育系施設
42.6%

公営住宅
14.7%庁舎系施設

6.0%

スポーツ施設
5.9%

コミュニティ施設

4.7%

その他行政系施設

4.4%

子育て支援施設

3.6%

文化施設

3.2%

産業系施設

2.3%

社会教育施設

1.8%

消防施設

1.7%

高齢福祉施設

1.5%
レクリエーション施設

1.3%
公共用産業系施設

1.1%

その他

5.2%

保有面積は約270万㎡、市民一人当たり面積は3.4㎡で、さまざまな用途の施設がある。（Ｈ30財産白書）
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公共施設の建築年別整備状況

出典:新潟市公共施設の種類ごとの配置方針（Ｒ2.3）
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年度

約99万㎡

旧耐震基準（昭和56年5月31日以前）

約171万㎡

新耐震基準（昭和56年6月1日以降）

昭和５０年代に
集中して整備

約82万㎡

昭和50年代をピークに、その後も市民ニーズに応じて一定量の整備が進められてきている。
また、約36％が旧耐震基準に基づき整備した建物である。
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将来人口推移

• 総人口は2015年から2045年の30年間に約21%減少し、少子高齢化が一層進むと見込まれている。
• 人口減や人口構造の変化に応じた公共施設の役割の見直しが必要となっている。

「2015年国勢調査」より作成

図表 本市の将来推計人口（総数・3区分構成）
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財政状況
• 扶助費の歳出増加に対応し、国県支出金の歳入は伸びているものの、市税収入に伸び悩みがみられる。
• 人件費は、行財政改革による人員の適正化に努め、着実に低下させてきた。平成29年度は義務教職員の権限移譲の影響

で大きく増加している。
本市における歳入・歳出の推移（普通会計決算）

12141183117711781182119012101201119612091331

466 489 477 464 455 426 411 412 402 535 538
473 670 663 627 585 677 673 707 735

867 807434
480 497 653 616 689 653 549 516

613 524727
788 728 715 739

726 803 745 714

848 6583314

36093541 3638 3578
3709

3749
3614

3564

4072

3858

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

歳入
その他
市債
国県支出金
地方交付税
市税

626 651 639 652 640 721 714 559 497 569 435

195 205 251 225 235 238 240
262 246 299

264

617
830 619 619 610 629 588
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単位:億円

Ｈ20～30新潟市決算資料より作成
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⾧期維持更新費用シミュレーション

• 全ての施設について、標準的な周期での建て替えや改修を行うには、今後50年間で約1兆2千億円（年平
均約245億円）が必要。

• ⾧寿命化を進めたとしても約9千億円（年平均約180億円）が必要と推計され、これまでの投資実績をふま
えると約59億円足りないことになる。

新潟市財産白書より作成

将来費用算出結果

シナリオ 今後５０年間の
必要額

年平均の
必要額①

H17～24年
平均額②

年平均
不足額
①―②

標準
建替周期６０年

１兆２，２３３億円 ２４５億円

１２１億円

▲１２４億円

⾧寿命化
建替周期８０年

８，９８８億円 １８０億円 ▲５９億円
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財産経営推進計画の策定
• 平成27年7月に「新潟市財産経営推進計画」を策定、保有総量の削減を、提供するサービス機能はできる

だけ維持しながら実現する方針を定めた。具体的な削減目標は今後検討としている。

①施設の最適化

財産経営の４つの柱
既存施設の転用や多機能化・複合化、民間サービス代替など

定期的な点検・診断と保全などにより施設を⾧寿命化②施設の⾧寿命化

施設の修繕・更新時期に合わせて施設規模の見直しや
管理・運営の効率化などによりコスト削減③歳出の削減

施設跡地など不要となった財産は、売却・貸付などにより
歳入確保④歳入の確保

公共施設の基本方針
総量削減 サービス機能の維持
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利用圏域の設定

• 利用圏域により、最適化の検討プロセスが異なることから、新潟市では施設種類に加え、「利用圏域」を設定
し、3つに区分する。

区分 利用圏域 摘要要件 施設例 最適化の検討

圏域Ⅰ 全市域 市を代表する施設
の中から利用状況
や規模などにより
分類

市民芸術文化会館、美
術館、中央図書館、陸
上競技場、水族館など

・市全体で適正化
（種類ごとに原則１施設）

圏域Ⅱ 区域
（１～３区程度）

区を代表する施設
の中から利用状況
や規模などから分
類

市民会館、区文化会館、
中心図書館、市営プー
ルなど

・施設種類ごとに圏域内での
集約化、複合化の検討をすす
める

圏域Ⅲ 地域
（上記以外）

圏域Ⅰ及びⅡ以外
の地域に密着した
施設について分類

コミュニティセンター、
公民館、地区図書館・
図書室、小中学校、保
育園、老人憩の家など

以下の視点で地域と検討
・誰もが利用できる施設は将
来的に原則１か所
・特定目的の施設は
誰もが利用できる施設との集
約化、複合化

施設の利用圏域
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圏域Ⅰ施設とは

施設種類 施設名称

ホール施設 市民芸術文化会館
新潟勤労者総合福祉センター

コミュニティ系施設 生涯学習センター

美術館 新潟市美術館
新津美術館

博物館・資料館 歴史博物館
會津八一記念館

図書館 中央図書館

スポーツ施設

新潟市アイスアリーナ
西海岸公園市営プール
新潟市陸上競技場
新潟市庭球場

子育て支援施設 こども創造センター
保健福祉施設 総合福祉会館
斎場 青山斎場

• 圏域Ⅰ施設は、市を代表する施設であり、大規模ホール施設、美術館、博物館等が含まれ、15施設ある。
• 中央図書館や、アイスアリーナなど、同一の種類で複数ある中で下記に挙がる施設は、当該種類における中

核的な機能を持つ施設となっている。
• 最適化の方向性については「施設種類ごとに原則１施設」としている。

圏域Ⅰの施設

新潟市公共施設の施設種類ごとの配置方針（Ｒ1.3）より作成
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圏域Ⅱ施設とは

施設種類 施設数

ホール施設
市民会館 6
文化会館 5
生涯学習施設 2

コミュニティ施設 地区公民館 8
博物館・資料館 地域資料の展示を行う資料館 6
図書館 図書館・図書室 6

スポーツ施設
※複合施設はそれぞれの種類に
再掲している。

多目的運動広場 14
野球場・ソフトボール場 24
ゲートボール 8
球技場 5
体育館 17
武道場 10
プール 9
トレーニング場 15
庭球場 16

子育て支援施設 子育て支援センター 2
保健福祉施設 社会福祉施設 1
公設デイサービスセンター デイサービスセンター 9
斎場 斎場 4

圏域Ⅱの施設

• 圏域Ⅱ施設は、概ね区ごとに区単位の拠点施設として167施設設置している（スポーツ施設は重複計
上）。当該区および周辺区ごとの配置バランスを考慮しつつ検討を進める必要がある。

• 最適化の方向性については、施設種類ごとに圏域内での集約化、複合化の検討を進めることとしている。

新潟市公共施設の施設種類ごとの配置方針（Ｒ1.3）より作成
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圏域Ⅲ施設とは

施設種類 施設数

コミュニティ施設

コミュニティセンター 39
コミュニティハウス 14
地区公民館 17
公民館（分館） 17
地区集会場 21
生涯学習施設 3
勤労者会館（テルサは除く） 4
市民会館（亀田市民会館） 1

博物館・資料館 地域資料の展示を行う資料館 7
図書館 図書館・図書室 31

スポーツ施設

多目的運動広場 3
野球場・ソフトボール場 4
ゲートボール 4
体育館 5
武道場 2
庭球場 7

施設種類 施設数
放課後児童クラブ ひまわりクラブ 121

子育て支援施設 児童館 13
子育て支援センター 14

高齢者福祉施設
老人憩の家 29
老人福祉センター 12
その他高齢者施設 5

保健福祉施設
保健福祉センター 8
健康センター 14
社会福祉施設 2

幼稚園 幼稚園 10
保育園 保育園 86

小中学校 小学校 105
中学校 56

• 圏域Ⅲ施設は、コミュニティ施設、ひまわりクラブ（放課後児童クラブ）、児童館、幼稚園、保育園、小中学
校といった地域密着型の施設が含まれる。博物館・資料館等は地域資料に特化したもの、図書館は主に公
民館等に併設された図書室等、スポーツ施設も周辺住民が利用する小規模な施設が含まれる。
最適化の方向性については、誰もが利用できる施設は将来的に原則１か所、特定目的の施設は誰もが利用
できる施設との集約化、複合化との視点から、地域と検討していくこととしている。

圏域Ⅲの施設

新潟市公共施設の施設種類ごとの配置方針（Ｒ1.3）より作成
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（参考）各施設種類の圏域別施設数

出典:新潟市公共施設の種類ごとの配置方針（R1.3）

計 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 計 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
6 0 6 0 8 ひまわりクラブ 121 121 0 0 121
6 1 5 0 14 1 0 13
1 1 0 0 16 0 2 14
2 0 2 0 29 0 0 29

39 0 0 39 12 0 0 12
14 0 0 14 5 0 0 5
25 0 8 17 8 0 0 8
17 0 0 17 14 0 0 14
21 0 0 21 4 1 1 2
4 1 0 3 12 幼稚園 10 10 0 0 10
4 0 0 4 13 保育園 86 86 0 0 86
1 0 0 1 105 0 0 105

3 美術館 2 2 2 0 0 56 0 0 56
1 1 0 0 15 公設デイサービスセンター 9 9 0 9 0

14 1 6 7 16 公営住宅 62 62
5 文化財的施設 7 7 17 斎場 5 5 1 4 0
6 図書館 38 38 1 6 31

41
多目的運動広場 17 0 14 3
野球場・ソフトボール場 28 0 24 4
ゲートボール 12 0 8 4
球技場 5 0 5 0
体育館 23 1 17 5
武道場 12 0 10 2
水泳プール 10 1 9 0
陸上競技場 1 1 0 0
トレーニング場 15 0 15 0
庭球場 24 1 16 7

施設種類ごとの配置方針 対象施設数
（財産白書対象施設）

デイサービスセンター
公営住宅 圏域なし
斎場

799

幼稚園
保育園

14 小中学校 161
小学校
中学校

11 保健福祉施設 26
保健福祉センター
健康センター
社会福祉施設（５００㎡以上）

子育て支援センター

10 高齢者福祉施設 46
老人憩の家
老人福祉センター
その他高齢者福祉施設

施設数 条例上の施設種類
圏域

No. 施設種類

9 子育て支援施設

ひまわりクラブ

30
児童館

建物に文化財的価値のある資料館 圏域なし

図書館・図書室

7

　　　スポーツ施設

 ※小分類の施設数はグラウ
ンドなどハコモノのない施設も
含むため、スポーツ施設全体
の施設数と一致しない

　 スポーツ施設全体（500㎡以上の建物がある施設）

小
分
類

生涯学習施設（西川多目的ホール，白根学習館は除く)
勤労者会館 （テルサは除く）
市民会館 （亀田市民会館）
美術館

4 博物館・資料館 15
博物館
地域資料の展示を行う資料館

勤労者会館 （テルサ）
生涯学習施設 （西川多目的ホール，白根学習館）

2
コミュニティ系施設
（小規模な貸館）

125

コミュニティセンター
コミュニティハウス
地区公民館
公民館（分館）
地区集会場

No. 施設種類 施設数 条例上の施設種類
圏域

1
ホール施設

（大規模な貸館）
15

市民会館 （亀田市民会館は除く）
文化会館



13

圏域区分別公共施設保有状況（施設数）

「地域別検討資料（Ｒ2.3改定）」データにより作成
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圏域Ⅲ（小中学校を除く地域に密着した施設）

全市
75,170 137,812 176,625 69,073 77,508 45,344 157,246 57,995 796,773
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対象施設:施設カルテ対象施設のうち、公営住宅など圏域を設定していない施設を除いた785施設
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圏域区分別公共施設保有状況（一人あたり面積）

「地域別検討資料（Ｒ2.3改定）」データにより作成
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地域別実行計画検討範囲

施設の利用圏域（再掲）

地域別実行計画の検討対象
• 施設種類ごとの配置方針では、公共施設の機能・役割に応じ、利用圏域を設定し、最適化の方針を以下の

ように整理している。
• 圏域Ⅲに区分される施設については、地域住民との丁寧な合意形成のもと地域別実行計画を策定する枠組

みにより検討を進めることとしており、すでに4つの地域で地域別実行計画を策定済み。
• 一方で、圏域Ⅰ及びⅡの施設については、現状では具体的な検討に着手していない。

区分 利用圏域 摘要要件 施設例 最適化の検討

圏域Ⅰ 全市域 市を代表する施設の中か

ら利用状況や規模などに

より分類

市民芸術文化会館、美術館、

中央図書館、陸上競技場、水

族館など

・市全体で適正化

（種類ごとに原則１施設）

圏域Ⅱ 区域
（１～３区程度）

区を代表する施設の中か

ら利用状況や規模などか

ら分類

市民会館、区文化会館、中心

図書館、市営プールなど

・施設種類ごとに圏域内での集約化、

複合化の検討をすすめる

圏域Ⅲ 地域
（上記以外）

圏域Ⅰ及びⅡ以外の地

域に密着した施設につい

て分類

コミュニティセンター、公民館、

地区図書館・図書室、小中学

校、保育園、老人憩の家など

以下の視点で地域と検討

・誰もが利用できる施設は将来的に原

則１か所

・特定目的の施設は

誰もが利用できる施設との集約化、複

合化



16

地域別実行計画とは

地域別
実行計画

立地適正化
計画

公共施設マネジメントの観点

都市計画マ
スタープラン

地域の課題
（ワークショップ等）

財産経営推
進計画

施設種類ご
との配置方

針

再編の判
断指標等/
再編方針

市が
考える
再編案

地域の
実情を
ふまえた
再編案

まちづくりの観点

• 財産経営推進計画では、市民との協働（ワークショップ等を通じた対話）のもと策定される地域別実行計
画を策定する枠組みを明記しており、本取組は本市の重要施策として位置付けられている。

【地域別実行計画とは】
• 地域全体の公共施設の将来のあり方を検討し、施設総量が削減されてもサービス機能をできるだけ維持

するための計画
• 地域に密着した施設（市では圏域Ⅲの施設）の整備方針を定めたもの
• 学校の統合など、公共施設に動きのある地域から順次着手し、中学校区を基本として、最終的に55地

域で策定

【達成すべきこと】
 コスト（面積）削減
 地域課題の解決

・地域の活性化
・子育て環境の確保
・安全・安心の確保
・利便性の向上
・多世代交流
等
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地域別実行計画の事例１（潟東地域）
• H28.10 に地域別実行計画を策定。対話を通じ、学校の再編に加え地域の中心部に「祭り」が開催でき、多

世代交流が図れる施設を整備することとした。

出典:潟東地域実行計画



18

地域別実行計画の事例２（葛塚地域）
• H30.2 に地域別実行計画を策定。新庁舎の建替えに伴い、周辺の地区公民館、コミュニティセンター等と庁

を複合化する計画を作成した。

出典:葛塚地域実行計画
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これまでの地域別実行計画策定の成果と課題
• 地域別実行計画の策定における効果を下表に示す。
• ワークショップ等を開催し、地域住民の声を反映した実行計画を策定することができた一方で、総量削減の達

成度を測る物差しが必要であったとの課題認識もある。
効果 ※コスト削減効果は計画時の試算

潟東地域 【コスト削減効果】
• 50年間累計コスト22億円減
【地域の魅力度向上】
• 施設の複合化により、祭りの開催が容易に

葛塚地域 【コスト削減効果】
• 50年間累計コスト12億円減
【地域の魅力度向上】
• 地域の活性化につながる新庁舎を核とした再編案を作成

曽野木地域 【コスト削減効果】
• 50年間累計コスト2億円増
【地域の魅力度向上】
• 個々のコミュニティに拠点施設を整備、多世代交流が可能に
• コミュニティ機能を持った統合保育園の整備

坂井輪地域 【コスト削減効果】
• 50年間累計コスト35億円減
【地域の魅力度向上】
• 新通ひまわりクラブ第１、２、３が、校舎内に移転され、安全面が強化
• 保育園の適地移転により、送迎車による渋滞解消や通学時の安全性向上、プール利用時の防犯

面が強化

地域課題の解決に一定の効果があったものの、全市的な物差しで達成度を測る必要があったのではないか?
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再編案の作成に向けて

財産経営
推進計画

（再編の基本
的考え方）

圏域分類 配置の方針 再編の判断指標
等/再編方針

財産経営推
進計画改定

対話

圏域Ⅰ
全市域

圏域Ⅱ
区域
（１～３区）

圏域Ⅲ
地域

地域別
実行計画
H28～

施設種類
ごとの

配置方針
（R2策定）

配置方針に準拠
または
加筆

施設再編案

施策
実行

• 再編案を作成する際の指針としてコスト削減を図るために市が最適化の原則を明示する必要があると認識。
• これまで具体的な検討がなされてこなかった圏域Ⅰ及びⅡの施設については、財産経営推進計画改定時に

示す再編案をベースに必要な対話を経ながら実行に移すことを想定する。
• 圏域Ⅲの施設については市の考え方を整理した上で、まちづくりの観点をふまえながら従来通り市民と対話を

経て方向性を確定する。地域別実行計画検討の際のたたき台としての複数の再編案を財産経営推進計
画の改定時に示す。

再編案を
ベースとした

対話


